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下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン（第2.0版概要）

構成・目次

本ガイドライン
策定（改訂）に
あたって

第1章 ウォーターPPPの概要
✓ コンセッション方式（レベル4）と管理・更新一体マネジメント方式（レベル3.5）

第2章 レベル3.5の4要件
✓ ①長期契約（原則10年）、②性能発注、③維持管理と更新の一体マネジメント、④プロフィットシェア

第3章 導入検討の進め方
✓ 対象施設・業務範囲設定の考え方
✓ 広域型・分野横断型ウォーターPPP
✓ 交付金等要件化の概要・対象

第4章 導入可能性調査（FS）、マーケットサウンディング（MS）等の活用
✓ 「管理者の任意」部分の情報収集
✓ 「客観的な情報」の収集

第5章 入札・公募等

第6章 事業実施中

第7章 事業終了時

Ⅰ 基礎編

◼これから導入検討を開始する地方公共団体の実務担当者に分かりやすく、必要不可欠な情報等が盛り込まれていることを最優先に考えて策定
◼実現の難易度が高い一方で期待される効果・メリットがより大きい工夫をしようとする場合に、参考になる情報等を実施編で記載
◼地方公共団体が、本ガイドラインの内容を参考にしつつ、関係者間で議論し、地域の実情に即してカスタマイズすることを期待
◼今後、導入検討が進み、先行事例が増えていく中で、追加で盛り込むべき内容があれば、柔軟に見直し

ウォーター
PPPの
コンセプト

◼ウォーターPPPは、職員不足、施設老朽化、料金・使用料収入減少等、上下水道事業・経営の課題解決、持続性向上の一つの有効な手段
◼社会全体で人手不足が進む中、従来、細分化され短期で委託されていた業務を、まとめて長期で委託するウォーターPPPにより、官民双方の事
務負担軽減、より効果的・効率的な事業運営、新たな付加価値の創出が実現することで、人々の生活に欠かせない上下水道サービスが将来
にわたり、安定的に提供されることを目指す

◼担い手となる民間事業者等にとっても持続的に参画することができる環境の構築が必要であり、適切な利益やリスク分担のもと、官民が対等な
パートナーとして良好な関係を築き、連携して事業を実施していくことが重要

Ⅱ 実施編
ウォーターPPP（特にレベル3.5）の概要、導入検討から事業終了までの
流れ等、これから進めていく上で必要不可欠な情報等

実現の難易度が高くなる一方で期待される効果・メリットもより大きくな
る工夫等をする上で参考になる情報等

■ 先行事例 ■ パンフレット ■ 上下水道一体のウォーターPPP（レベル3.5）契約書（例）及び要求水準書（例） ※
Ⅲ 資料編
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※活用に際し、地域の実情等をふまえた最適化が必要

第1章 レベル3.5の4要件
✓ 要件①から要件④までの工夫等の詳細

第2章 導入検討の進め方（他の地方公共団体や他の分野等との連携）
✓ 広域型・分野横断型の効果・メリット、留意点・ポイント（段階的な案件形成等）

第3章 導入可能性調査（FS）、マーケットサウンディング（MS）等の活用

第4章 入札・公募等
✓ 留意点・ポイント（手続上の官民対話等の工夫、統括的な管理者、更新実施型/更新支援型、ベンダー

ロックイン、建設業法等との関係等）
✓ レベル3.5の受託者（官民出資会社の活用、下水道公社の活用可能性等）
✓ 募集要項等の公表（デジタル・脱炭素等の提案の促進）

第5章 事業実施中
✓ モニタリング・履行確認（必要なものを適切に選択して実施、第三者の活用＜特に、客観的・中立的な

役割・機能＞）等

第6章 事業終了時

第7章 導入検討上の留意点・ポイント
✓ 地元企業の参画、技術継承、災害対応、民間事業者等が持続的に参画しやすい環境づくり

第8章 都道府県に期待する役割
✓ ①「場」の提供、②共同発注等とりまとめ、③先導的な導入検討＋共有



下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン第3.0版の改訂事項（案）

⚫ 上下水道政策の基本的なあり方検討会
の検討

⚫ 下水道等に起因する大規模な道路陥没
事故を踏まえた対策検討委員会の検討

⚫ 上下水道地震対策検討委員会のとりま
とめ

⚫ より効果的・効率的なウォーターPPPを
実施するためのポイント・留意点等の拡
充

充実化を図りたい内容 審議テーマ（案）

②上下水道政策の基本的なあり方検討を踏まえ

た広域型・分野横断型の考え方

①大規模道路陥没事故等を踏まえた適切なリス
ク管理の明確化

※ご報告とさせていただく想定

○ 審議する各テーマを踏まえ、第2回以降で具体的な改訂事項について審議を行うことを想定する

※廃掃法、建設業法、WTO政府調達協定と

ウォーターPPPとの関係

※その他最新事例の追加
（広域型・分野横断型、DX・脱炭素の新技術導入）
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※参考となる契約書例等の追加

（上下水道一体の事例等）



第3.0版（実施編）の構成及び目次（案）

○ 改訂後の3.0版では以下の構成及び目次を想定している。

○ ウォーターPPPガイドライン第3.0版（実施編）の改訂目次案は下記を想定している。
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実
施
編

1.1 要件①長期契約（原則10年）

1.2 要件②性能発注

1.3 要件③維持管理と更新の一体マネジメント

1.4 要件④プロフィットシェア

第1章 レベル3.5の4要件

2.1 連携の効果・メリット

2.2 連携の留意点・ポイント

第2章 導入検討の進め方（他の地方公共団体や分野等との連携）

3.1 導入可能性調査（FS）

3.2 マーケットサウンディング（MS）

第3章 導入可能性調査（FS）、マーケットサウンディング

4.1 留意点・ポイント
4.2 レベル3.5の受託者
4.3 募集要項等の公表
4.4 競争的対話等
4.5 審査・選定

第4章 入札・公募等

5.1 モニタリング・履行確認

5.2 情報公開

5.3 契約解除

5.4 次期入札・公募等の準備

第5章 事業実施中

6.1 事業終了時における検証
6.2 事業終了時における引継ぎ

第6章 事業終了時

7.1 中長期の事業期間を見据えた地元企業の参考の考え方

7.2 中長期の事業期間を見据えた技術継承の考え方

7.3 リスク分担

7.4 民間事業者等が持続的に参画しやすい環境づくり

第7章 導入検討上の留意点・ポイント

8.1都道府県に期待する役割

第8章 都道府県に期待する役割

VFM以外の導入効果の評価

青字：審議する改訂内容

実
施
編

②上下水道政策の基本的なあり方検討
 を踏まえた広域型・分野横断型の考え方

技術継承の考え方

②上下水道政策の基本的なあり方検討
 を踏まえた広域型・分野横断型の考え方

①大規模道路陥没事故等を踏まえ
た適切なリスク管理の明確化

①大規模道路陥没事故等を踏まえた適切なリスク管理の明確化

レベル４を含む次期
ウォーターPPP導入時の留意点

ウォーターPPPガイドライン第3.0版改訂目次（案）



第3.0版（基礎編・資料編）の構成及び目次（案）

○ 改訂後の3.0版では以下の構成及び目次を想定している。

○ ウォーターPPPガイドライン第3.0版（基礎編・資料編）の改訂目次案は下記を想定している。

1.1 ウォーターPPPとは
1.2 レベル3.5とは
1.3 レベル4導入の効果・メリット
1.4 レベル4とレベル3.5の比較

第1章 ウォーターPPPの概要

2.1 要件①長期契約（原則10年）
2.2 要件②性能発注
2.3 要件③維持管理と更新の一体マネジメント
2.4 要件④プロフィットシェア

第2章 レベル3.5の4要件

3.1 対象施設・業務範囲設定の考え方
3.2 導入検討の流れ
3.3 ウォーターPPPによる解決を期待する課題の確認
3.4 少なくとも一つの処理区を選択
3.5 対象施設・業務範囲の設定
3.6 広域型・分野横断型のウォーターPPP（他地方公共団体連携/上下水

道一体等他分野）
3.7 交付金等要件化の概要
3.8 交付金等要件化の対象

第3章 導入検討の進め方
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4.1 「管理者の任意」部分の情報収集
4.2 「客観的な情報」の収集

第4章 導入可能性調査（FS）、マーケットサウンディング（MS）等の
活用

第5章 入札・公募等

第6章 事業実施中

第7章 事業終了時基
礎
編

基
礎
編

資
料
編

先行事例

参考となる先行事例の紹介

パンフレット

国土交通省作成ウォーターPPPのパンフレット

上下水道一体のウォーターPPP契約書（例）及び要求水準書（例）

先行自治体の具体的な記載内容（例）

ウォーターPPPガイドライン第3.0版改訂目次（案）

青字：報告を予定する改訂内容



①大規模道路陥没事故等を踏まえた適切なリスク管理の明確化
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○ 社会的影響を踏まえた施設・機能のあり方や、管路点検の性能発注やリスク分担に関する追記を検討する。
○ 委員会では、性能発注を踏まえたリスク分担や管路業務の性能発注のあり方等の議論を想定する。

背景・課題

下水道等に起因する大規模な道路陥没事故
を踏まえた対策検討委員会 第2次提言 提言を踏まえ反映すべき改訂項目

①基本的な考え方

②下水道管路の全国特別重点調査に基づく対策の確実な実施

③上下水道管路と地下空間のマネジメントのあり方

④上下水道管路の戦略的な再構築方策のあり方

⑤下水道等のインフラマネジメントを推進する仕組みのあり方

⚫住民の暮らしの安心・安全の確保に向
けた官民の役割・リスク分担

⚫点検・調査の重点化を受けた要求水準
の考え方 等



参考
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参考
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参考
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②上下水道政策の基本的なあり方検討を踏まえた広域型・分野横断型の考え方
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○ 広域型・分野横断型ウォーターPPPにおける連携方法や公募要件の考え方等に関する追記を検討する。
○ 委員会では、上下水道政策の基本的なあり方検討を踏まえた広域型・分野横断型の考え方について議論
を想定する。

⚫広域連携方法の検討におけるポイン
トや留意点等の記載が必要

⚫上下水道一体型レベル3.5の具体的
な効果の記載が必要 等

背景・課題

提言を踏まえ反映すべき改訂項目

（１）単一市町村による経営にとらわれない経営広域化の国主導による加速化

（２）更新投資を適切に行い次世代に負担を先送りしない経営へのシフト

（３）官民共創による上下水道の一体的な再構築と公費負担のあり方の検討

５．強靱で持続可能な上下水道を実現するための基盤の強化
に向けた取組の方向性

【取組の方向性】
①官民共創による上下水道の一体的な再構築、関連施策のシナジー効果
 の発揮

  ②（１）（２）等による経営基盤強化の取組の推進や、強靱化の加速化、公益
性の観点も踏まえた、公費負担のあり方の検討

上下水道政策の基本的なあり方検討会第１次取りまとめ
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参考資料｜「上下水道政策の基本的なあり方検討会」 第1次とりまとめの概要 参考
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参考
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参考
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コンセッションガイドラインの改訂目次（案）
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○ コンセッションガイドラインについては、レベル3.5からレベル4への段階的移行を進めるために、ウォー
ターPPPの概要や事例の追加、ウォーターPPPガイドラインとの整合を行う

○ コンセッションガイドラインの改訂目次案は下記をイメージ

1.1 ～1.7 （変更無）

第1章 総論

2.1 ウォーターPPPとは
2.2 レベル4とは
2.3 レベル4導入の効果・メリット
2.4 レベル3.5からレベル4へ移行する際のポイント・留意点

第2章 ウォーターPPPの概要

第3章 コンセッション方式の事業実施に関する解説

4.1 ～4.4 （変更無）
第4章 民間収益施設併設事業及び公的不動産有効活用事業の推進について

第5章 おわりに

3.1 コンセッション方式活用にあたってのステップ
Ⅰ 導入・実施手順

3.2 ～3.8 （変更無）
Ⅱ 導入における検討事項

3.9 事業スキームの検討
3.10 業務範囲
3.11 財務等
3.12 リスク分担
3.13 要求水準書の作成
3.14 契約審査基準
3.15 モニタリング
3.16 災害等発生時及び緊急時の対応
3.17 契約解除
3.18 情報公開
3.19 事業の終了

青字：報告を予定する改訂内容

①ウォーターPPPの追加

②先行事例の追加

③第3.0版の論点反映

コンセッションガイドライン改訂目次（案）コンセッションガイドライン改訂方針

テーマ① ウォーターPPPの追加
•ウォーターPPPの概要について
•レベル4導入の効果・メリット
•レベル3.5からレベル4へ移行す
る際のポイント・留意点

テーマ② 先行事例の追加
•三浦市公共下水道（東部処理区）
運営事業のモニタリング事例の
追加

テーマ③ 第3.0版の論点反映
•広域型・分野横断型のレベル4の
ポイント・留意点

• DX、脱炭素等の提案の促進
•廃掃法、建設業法、WTO調達協
定等とウォーターPPPとの関係

新
た
な
制
度
枠
組
み
、
事
例
、
論
点
の
出
現

ア
ッ
プ
デ
ー
ト
を
実
施



本日お伺いしたい事項

⚫ ２つの審議テーマについて、さらに
追加すべき課題や留意点

⚫ その他、より効果的・効率的な案件形
成に向け、議論し明らかにすべき課
題や留意点
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